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日本国内の物流を日本通運 ( 日通 ) に委託することにした [1]。














　2016 年 8 月から日中間の越境ネット通販を促進するために、アリババは日通と提携するこ
とになった。日通は、中国の「独身の日」と称する商品販売の特異日に向けて、日本発の物流
プラットフォームを構築するために、2015 年 9 月にアリババグループのビッグデータ物流プ
ラットフォーム企業である菜鳥網絡と、国際輸送に関する業務提携契約を締結して、商品発送
のための梱包、出荷、輸出業務を行った。この実績が評価されて、日通は 2016 年 4 月 1 日に、







日本郵政の国際スピード郵便 (EMS) であるが、日本郵政は収支改善のために、2016 年 6 月に












　中国内の BtoC E コマース (EC) オンライン直販企業の最大手である京東商城 ( 京東 ) の傘
下の海外法人向け EC モールである京東全球購は 2015 年 6 月に日本の商品を扱う日本館を開
設して、日本企業の誘致に力を入れてきた。また、ヤマトホールディングス株式会社 ( ヤマト )
傘下で国際物流サービスを提供するヤマトグローバルロジスティクスジャパン社 (YGL) は
2014 年 4 月から上海市郵政と連携してヤマトチャイナダイレクトを開設して、日本企業の中
国における越境事業を物流面から支援してきた。2016 年 4 月６日に京東とヤマトの間で契約
が結ばれ、両社は連携をしながら、営業範囲を拡げる活動を開始した。
　以下に、2016 年 4 月 6 日に結ばれた連携契約の概要を記す。京東と、京東の公式パートナー
であり、ネット通販店舗の運営やバックヤード業務を担当する FRANK 社と YGL が連携して、





　これらの 3 社が日本のメーカーや、小売業者や EC 事業者に京東全球購へ出店、出品する案




　2016 年 4 月に改定された中国の新しい関税制度のもとに、ヤマトは、今後中国への輸出の












2009 年 10 月に那覇空港に国際貨物物流の拠点 ( 沖縄国際物流ハブ ) を開設した [4]。
　沖縄国際物流ハブはアジアの空港間の橋渡しをする。日本から貨物を東アジアへ速達便で送
るために、全日空の貨物機が日本国内の空港を真夜中 (~ 00:00) に発ち、那覇空港に夜中の時
間 (~03:00) に到着する。全日空貨物沖縄社が到着した貨物を夜中の時間帯 (03:00 ~ 05:00) に取
り扱って、アジアの空港向け貨物機に移す。アジアの空港に向けて貨物機が那覇空港を未明の
時間 (~05:00) に発って、目的の空港に早朝 (~09:00) に到着する。このように夜行便を使用して、
貨物をアジアの地域に 1日で輸送する。アジアの空港から日本国内の空港へ貨物を輸送する場
合には、取り扱いの時間順が逆になる。現在全日空が沖縄ハブを利用して夜行速達便を展開し



















しその影響が大きいために、この輸入規制の施行は 2017 年 5 月まで一年延期になったが、一
年後に新制度の運用が始まる可能性が高い。ただし、税率については既に施行を開始している。







　準備調査として以下の 5 点を重点的に行った。① 2016 年４月に施行された中国の関税制度
及び輸入規制の改定に関する資料の収集と、越境通販への影響の検討、② アリババと日通、
京東とヤマトなど中国ネット通販企業と日本物流企業の間の国を越えた企業間連携の現状、③ 
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